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計画の改定に当たって 

 

神奈川県では、総人口は明らかな減少局面に入り、全国で

も有数のスピードで高齢化が進んでいます。このような中、

県では、2021 年（令和３年）３月に「かながわ高齢者保健

福祉計画」を改定し、「高齢者が安心して、元気に、いきい

きと暮らせる社会づくり」の実現に向けて施策を進めてき

ました。 

「団塊の世代」が 2025 年には 75 歳以上となりますが、

とりわけ 85歳以上の高齢者人口の増加傾向が著しく、高齢

夫婦世帯や高齢単身世帯の増加や、介護や支援が必要な高

齢者が急激に増えていくことが予測されます。 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる

よう、医療と介護の連携や地域支え合いの推進など、「地域包括ケアシステム」の深化・

推進に引き続き取り組むことが必要です。 

2020年（令和２年）以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会的・経済

的影響はすべての県民に及び、高齢者の暮らしや健康にも大きく影響しました。高齢者

の心身の状態は自立から要介護状態まで連続的に変化し、可変であることから、要介護

状態になるのを遅らせ、要介護状態になっても重度化を防止し改善するため、「食・運

動・社会参加」による「未病改善」の取組をさらに進めていくことが重要です。 

また、高齢者やその家族・介護者（ケアラー）が抱える課題が複合化しており、「高

齢者」や「障がい者」「子ども」などの対象を超えて、関係分野が連携してともに生き

る社会の実現に向けた対応力の強化を図っていくことが社会的な課題となっています。 

そこで県は、「団塊ジュニア世代」が 65歳以上の高齢者となり、県の高齢者数と高齢

化率がともにピークを迎える 2040 年（令和 22 年）頃を見据え、このたび、「かながわ

高齢者保健福祉計画」を改定しました。 

この計画は、2024年度（令和６年度）から 2026年度（令和８年度）までの３年間を

計画期間として、引き続き「高齢者が安心して、元気に、いきいきと暮らせる社会づく

り」を基本目標に掲げて、当事者目線の高齢者福祉を推進し、施策の充実・強化に取り

組んでいきます。 

今後、この計画に基づき、市町村と緊密に連携するとともに、県民の皆様や関係団体、

ＮＰＯ等と協働・連携しながら、いのち輝く人生 100 歳時代を創り上げていけるよう、

総力を挙げてまいります。引き続き皆様の温かいご理解とご協力をお願いいたします。 

 

2024年（令和６年）３月 
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第１章 計画の概要 

 

第１節 計画改定の趣旨と基本目標 

第２節 神奈川県における 

高齢者を取り巻く状況 
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第１節 計画改定の趣旨と基本目標  

 

１ 計画改定の趣旨  

 

戦後生まれのいわゆる「団塊の世代1」が 75歳以上の高齢者となる 2025年（令和７年）

には、県民のおよそ４人に１人が、また、「団塊ジュニア世代2」が 65歳以上となる 2040

年（令和 22年）には３人に１人が高齢者となります。 

高齢者が住み慣れた地域において、健康で自立した生活を送ることができるよう、中長

期的な視点に立って介護保険制度の円滑な運営を図る必要があります。 

県では、これまで 2021年度（令和３年度）から 2023年度（令和５年度）までの３か年

計画として、「かながわ高齢者保健福祉計画（第８期）」を策定し、市町村との連携の

下、その推進に努めてきました。 

地域包括ケアシステム※の推進や介護サービス基盤の整備など、着実に進捗してきました

が、2020年（令和２年）１月頃からの新型コロナウイルス感染症の流行により、外出自粛

等による高齢者の心身の状態の悪化への懸念や新たな生活様式に対応した事業実施の工夫

などの取組が求められました。そうした中で、介護現場に介護ロボットやＩＣＴの導入が

進むなど、新しい動きも出ています。 

近年、デジタル技術の進展によって社会が急激に変化し続けており、デジタルによる革

新、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）が大きな潮流となっています。 

計画は介護保険法の規定により３年ごとに見直すこととされており、このたび、こうし

た現状やこれまでの施策の実施状況、新たな課題などを踏まえて改定を行い、「かながわ

高齢者保健福祉計画（第９期）」を策定しました。 

  

                                                           
1 団塊の世代：第一次ベビーブーム（昭和 22年(1947年)～昭和 24年(1949年)）の間に生まれた世代 
2 団塊ジュニア世代：第二次ベビーブーム（昭和 46年(1971年)～昭和 49年(1974年)）の間に生まれた世代 
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２ 計画の性格  

 

○ 老人福祉法及び介護保険法に基づく法定計画である「都道府県老人福祉計画※」及び

「都道府県介護保険事業支援計画※」を一体化したものとします。 

 

○ 介護保険制度や高齢者保健福祉施策を円滑に実施することを目的として、取り組むべ

き課題を明らかにするとともに、将来の高齢者を取り巻く状況を見据えた介護サービス

量等の目標を設定し、３年間で推進します。 

 

○ 市町村が策定する法定計画である「老人福祉計画※」及び「介護保険事業計画※」にお

いて定める、介護サービス量や高齢者保健福祉サービスの目標量及びサービスの円滑な

提供のための事業・方策等との整合性を図りつつ、人材の養成・資質向上、広域施設の

整備など、広域性・専門性・先駆性などの視点から、市町村による取組を支援します。 

 

○ 県の総合計画である「新かながわグランドデザイン」を補完する特定課題に対応した

個別計画として、総合計画の推進と整合を取りながらその推進を図るとともに、県が策

定した次の計画などの関連する計画等と調和を保ちます。 

・  医療介護総合確保促進法に基づく神奈川県計画※ 

・ 神奈川県保健医療計画※（神奈川県地域医療構想を含む） 

・ 神奈川県医療費適正化計画※  ・ かながわ健康プラン２１※ 

・ 神奈川県食育推進計画         ・ 神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進計画 

・ かながわ自殺対策計画※    ・ 神奈川県地域福祉支援計画※ 

・ 神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社会を目指して～に基づく基本計画※ 

・ 神奈川県高齢者居住安定確保計画※ 

 

３  計画の期間  

 

2024年度（令和６年度）から 2026年度(令和８年度)までの３年間とします。 

この計画期間中に、いわゆる団塊の世代が 75歳以上となる 2025年を迎えます。 

団塊ジュニア世代が 65歳以上となり、高齢者人口のピークが見込まれる 2040年を見据

えた計画とします。 

  

                                                           
※ 専門用語や略語等について※印を付し、巻末の「用語集」に五十音順でまとめて記載します。 
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４ 計画の基本目標  

 

「高齢者が安心して、元気に、 

いきいきと暮らせる社会づくり」の実現 
 

安心して暮らす  

介護や生活支援が必要となっても、住み慣れた地域で引き続き安心して暮らすことがで

きるよう、医療や介護、予防などのサービスが一体的に提供される「地域包括ケアシステ

ム※」の構築を一層推進するなど、地域で支え合う社会づくりを進めます。 

 

元気に暮らす   

本県では、高齢になっても健康で元気に暮らすことができるよう、未病改善の取組を推

進しています。高齢者が、住み慣れた地域や家庭において、自立した生活ができるよう支

援し、生活習慣病の発症予防などの健康づくりを進めます。 

 

いきいきと暮らす  

高齢者が、自らの経験、知識、意欲をいかした就業や社会参画活動を通して、いきいき

と暮らせるよう、生きがいづくりを進めます。 

 

ＳＤＧｓの推進  

2015 年（平成 27 年）９月に国連で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」には、「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals 略称 SDGs）

が記載され、17 のゴールが掲げられており、本計画の基本目標である「高齢者が安心し

て、元気に、いきいきと暮らせる社会づくりの実現」と関連が強いものが含まれています。

本計画の推進に当たっては、SDGs の趣旨を踏まえて取り組みます。 

 

【本計画と関連の強いゴール】 
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５ 計画改定のポイント  

 

「高齢者が安心して、元気に、いきいきと暮らせる社会づくり」の実現を目指すことを

将来にわたる普遍的な基本目標とし、次に掲げる事項を今回の改定のポイントとして取り

組むこととします。 

ともに生きる社会の実現  

地域包括ケアシステムの一層の推進や地域づくり等に一体的に取り組むことにより、高

齢者はもとより、誰もがその人らしく暮らすことができる、ともに生きる社会の実現を図

ります。 

 

当事者目線の高齢者福祉の推進  

介護や支援が必要な高齢者や認知症の人、それを支える介護従事者やケアラー（介護

者）など、多岐にわたる当事者それぞれの目線に立った高齢者福祉を推進します。 

 

認知症とともに生きる社会の実現  

令和６年１月１日に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を 

踏まえた施策を展開します。 

認知症の人及び家族等の意見を聴きながら、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持っ

て暮らすことができるよう、認知症の理解促進や認知症未病改善など、認知症施策を総合

的かつ計画的に進めます。 

 

ケアラーへの支援  

年齢層や抱える課題も多様なケアラーが社会から孤立することなく、希望する人生や

日々の暮らしを送ることができるよう、ケアラーに身近な市町村が中心となった支援体制

づくりを促進します。 

 

介護人材の確保  

介護人材を確保するため、県、国、市町村、介護関係団体が連携・協力して、処遇の改

善、職場環境の改善などの取組を総合的に実施します。 

 

科学的介護の推進  

介護事業所へのロボット・ＩＣＴ導入や、データに基づいた科学的介護を推進し、介護

職員の負担軽減と介護サービスの質を向上させるとともに、高齢者の自立支援・重度化防

止を図ります。 
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６ 圏域の設定  

 

保健福祉施策及び介護サービスが、県内各地域において円滑に展開できるようにするた

めに、高齢者にとって身近な日常生活圏域※や市町村域における自律的・主体的な取組が重

要となります。保健・医療・福祉における広域的な連携を図る観点から、二次保健医療圏

と同一の地域（ただし、川崎市は１圏域3）を高齢者保健福祉圏域として設定し、圏域内に

おける課題等の対応について、県及び構成市町村が協調して取り組みます。 

高齢者保健福祉圏域名 構成市町村 

横浜保健福祉圏域 横浜市 

川崎保健福祉圏域 川崎市 

相模原保健福祉圏域 相模原市 

横須賀・三浦保健福祉圏域 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

県央保健福祉圏域 
厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、 

清川村 

湘南東部保健福祉圏域 藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町 

湘南西部保健福祉圏域 平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町、二宮町 

県西保健福祉圏域 
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、  

山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町 

 

                                                           
3 二次保健医療圏では、川崎市は北部と南部の２圏域に分かれています。 

相模原 
川 崎 

横 浜 

横須賀・三浦 

湘南東部 湘南西部 

県 西 

県 央 

横須賀市 

三
浦
市 

葉山町 

逗子市 

鎌倉市 

藤沢市 茅ヶ崎市 

寒
川
町 

綾
瀬
市 

大
和
市 

海
老
名
市 

座間市 厚木市 

愛川町 

清川村 

秦野市 伊勢原市 

平塚市 

大磯町 
二
宮
町 

中井町 大井町 

小田原市 

真鶴町 湯河原町 

箱根町 

南足柄市 

山北町 

開
成
町 

松
田
町 

横浜市 

川崎市 相模原市 
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第２節 神奈川県の高齢者を取り巻く状況  

 

１ 人口及び高齢化率の推移  

総人口の推移  

県の総人口は、2020年（令和２年）の 923万人でピークを迎え、2023年（令和５年）時点

では明らかに人口減少局面に入りました。 

また、年齢構成別にみると、年少人口（０歳～14 歳）は、2040年（令和 22年）には、

2020年（令和２年）から約 17％（18万人）減少し、生産年齢人口（15歳～64歳）も約

13％（74万７千人）減少すると見込まれる一方で、老年人口（65 歳以上）は、高度経済成

長期に流入した生産年齢人口が順次高齢期に入ったことや、長寿化の傾向に伴い、約 24％

（55万９千人）増加することが見込まれています。 

人口減少及び人口構成の変化は、経済、医療・介護、地域社会に大きな影響を与えるお

それがあります。 

表１－１ 県内の総人口の推移 

 

（出典）2020 年までは国勢調査による。2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計。 

（注）国勢調査の年齢別人口は年齢・国籍不詳の人口が除かれています。一方で、上記の表１－１に記載した将来推

計人口の基準人口（2020 年）は、国勢調査の年齢・国籍・配偶関係の不詳を補完した参考表の数値を用いてい

るため、令和 2 年国勢調査の年齢別人口と数値が異なります。 

グラフ１－２ 県内の総人口の推移 

 

（出典）2020 年までは国勢調査による。2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所による推計 

1975 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

(昭和50) (平成22) (平成27) （令和２） (令和７） (令和12） (令和17） (令和22）

(a) (b) (b-a=c) (c/a)

総人口 6,398 9,048 9,126 9,237 9,200 9,121 9,011 8,869 -368 -4.0%

65歳以上 337 1,820 2,158 2,360 2,434 2,547 2,722 2,919

(構成比) 5.3% 20.2% 23.9% 25.6% 26.5% 27.9% 30.2% 32.9%

15～64歳 4,425 5,989 5,744 5,790 5,768 5,644 5,383 5,043

(構成比) 69.2% 66.6% 63.5% 62.7% 62.7% 61.9% 59.7% 56.9%

０～14歳 1,632 1,188 1,141 1,086 998 928 905 906

(構成比) 25.5% 13.2% 12.6% 11.8% 10.8% 10.2% 10.1% 10.2%

増減数 増減率

（単位：千人）

559

-747

-180

23.7%

-12.9%

-16.6%

年

区分
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高齢化率の推移  

県の高齢者人口は、2040年（令和 22年）には総人口の 32.9％に達し、2020年（令和２

年）比で約 1.2倍増加することが見込まれています。 

とりわけ、85歳以上の高齢者の増加傾向は著しく、2040年（令和 22年）には、2020年

（令和２年）の約 1.9倍に達することが見込まれています。 

全国的にも、高齢者の急速な増加は都市部で顕著に見られますが、県は高度経済成長期

に生産年齢人口の転入超過が続いたことから、その世代の高齢化が進み、全国屈指のスピ

ードで高齢化が進展しています。 

また、県内でも高齢化の進み方は一様ではありません。 

 

表１－３ 県の高齢化率の推移 

 

（出典）2020 年までは国勢調査による。2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計。 

 

グラフ１－４ 県の高齢化率の推移 

 

（出典）2020 年までは国勢調査による。2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

  

1975 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

(昭和50) (平成22) (平成27) （令和２） (令和７） (令和12） (令和17） (令和22） 2020年比

(a) (b) (b/a)

総人口① 6,398 9,048 9,126 9,237 9,200 9,121 9,011 8,869

65歳以上人口② 337 1,820 2,158 2,360 2,434 2,547 2,722 2,919 1.2倍

高齢化率（②/①） 5.3% 20.2% 23.9% 25.6% 26.5% 27.9% 30.2% 32.9%

75歳以上人口③ 101 789 984 1,231 1,464 1,527 1,516 1,567 1.3倍

構成比（③/①） 1.6% 8.8% 10.9% 13.3% 15.9% 16.7% 16.8% 17.7%

85歳以上人口④ 13 198 268 371 471 577 694 691 1.9倍

構成比（④/①） 0.2% 2.2% 3.0% 4.0% 5.1% 6.3% 7.7% 7.8%

（単位：千人）

年

区分
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表１－５ 75歳以上人口の伸び率（対 2020 年） 

 

2020 年を 100 とした場合の伸び率。 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 

図１－６ 県内市町村の高齢化率の経年比較（2020 年及び 2040 年） 

 

表１－７ 県内の圏域別 75歳以上人口の伸び率（2020 年を 100とした場合） 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所による推計 

2025年の推計 2040年の推計

都道府県 順位 指数 都道府県 順位 指数

全国 ― 115.8 全国 ― 119.7

埼玉県 ① 121.7 沖縄県 ① 159.8

滋賀県 ② 120.5 滋賀県 ② 133.8

千葉県 ③ 120.4 栃木県 ③ 131.1

栃木県 ④ 119.9 宮城県 ④ 129.5

石川県 ⑤ 119.5 神奈川県 ⑤ 127.3

神奈川県 ⑥ 118.9 茨城県 ⑥ 126.7

奈良県 ⑦ 118.9 埼玉県 ⑦ 126.6

茨城県 ⑧ 118.8 福岡県 ⑧ 126.1

愛知県 ⑨ 118.6 佐賀県 ⑨ 123.8

京都府 ⑩ 118.5 愛知県 ⑩ 123.5

2025年 2030年 2035年 2040年
(令和７) (令和12) (令和17) (令和22)

横浜 118.0 122.9 123.2 129.0

川崎 118.0 124.9 127.8 138.0

相模原 121.2 128.0 126.6 130.2

横須賀三浦 113.1 112.3 106.0 103.8

県央 124.8 132.1 129.6 131.0

湘南東部 120.3 125.3 124.3 129.6

湘南西部 123.7 131.3 128.9 128.3

県西 117.2 121.9 118.7 117.1

神奈川県全体 118.9 124.1 123.2 127.3

全国 115.8 121.6 120.3 119.7

圏域

2020 年                                        2040 年 
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高齢者のいる世帯の状況  

県の総世帯に占める高齢者のいる世帯の割合は増加しており、2020年（令和２年）には

35.6％に上っており、高齢者のいる世帯のうち、58.4％が高齢者のみ世帯となっています。 

また、高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯も増加傾向にありますが、とりわけ高齢単身世帯

数は、今後、高齢夫婦世帯数を超え、2040年（令和 22年）には、2020年（令和２年）の

約 1.5倍になると予測されています。 

この増加傾向は、他の高齢者世帯（世帯主が 65歳以上の世帯：約 1.2倍、高齢夫婦世

帯：約 1.2倍）よりも大幅なものであり、今後、高齢者世帯の単身世帯化が進んでいくも

のと予測されています。 

グラフ１－８  

県内の総世帯数に占める高齢者のいる世帯の割合 

グラフ１－９ 

県内の高齢者のいる世帯数に占める高齢者のみ世帯の割合 

 

 
（出典）国勢調査 （出典）国勢調査 

グラフ１－10  

県内の世帯主が 65歳以上の世帯、高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯の推移 

 
（出典）2020 年までは国勢調査による。2025 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所による推計 
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２ 介護保険の状況  

要支援・要介護認定者の増加  

県の要支援・要介護認定者数は、これまでも高齢者人口の増加に伴い増加傾向にありま

したが、今後、とりわけ 75歳以上の高齢者の大幅な増加に伴いさらに増加し、2040年度

（令和 22年度）には、2021年度（令和３年度）比で約 1.4倍になることが予測されます。 

グラフ１－11 県内の要支援・要介護認定者数（第１号被保険者）の実績及び見込み 

 

（出典）2021 年度までは介護保険事業状況報告による。（各年度９月の認定者数） 

2025 年度及び 2040 年度は、市町村による推計の合計。 

 

認定率は第１号被保険者のうち、要支援・要介護認定を受けた者の割合を表します。 

県の調整済み認定率1を全国と比較すると、ほぼ全国並みとなっています。 

グラフ１－12 主な都府県との調整済み認定率（要介護度別）の比較 

 
（出典）2021 年（令和３年）介護保険事業状況報告 

 

 

                                                           
1 年齢が高いほど認定率は高くなるため、第１号被保険者の性・年齢別人口構成の影響を除外した認定率 
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グラフ１－13 県内市町村の調整済み認定率（要介護度別）の比較 

 

（出典）2021 年（令和３年）介護保険事業状況報告 

 

介護サービス利用者の推移  

要支援・要介護認定者の増加に伴い、介護サービス利用者数も増加しています。 

県の 2021年度（令和３年度）の介護サービス利用者数は、介護保険制度が創設された

2000年度（平成 12年度）の約 3.9倍に達しました。今後も要支援・要介護認定者数の増加

に伴い、引き続き増加していくことが見込まれます。 

 

グラフ１－14 県内の介護サービス利用者の推移 

 

（出典）介護保険事業状況報告による。（各年度９月の利用者数） 

（注） 地域密着型サービス及び居宅サービスには、介護予防サービスを含む。 
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介護給付費の推移  

県の介護サービス利用者数の増加に伴い、介護給付費も増加の傾向にあります。2021年

度（令和３年度）は介護保険制度が創設された 2000年度（平成 12年度）より 5,000億円

増加（約 4.5倍）しています。今後のサービス利用者数の増加の見込みを踏まえると、引

き続き増加していくことが見込まれ、2025年度（令和７年度）には 2021年度（令和３年

度）より 1,846億円の増（約 1.3倍）、2000年度（平成 12年度）比で 6,846億円の増（約

5.8倍）に達する見込みです。 

グラフ１－15 県の介護給付費の推移 

 
（出典）2021 年度までは、介護保険事業状況報告（年報）による。 

（2000 年度は 2000 年４月から 2001 年年２月までの 11 カ月分） 

（注１）居宅等サービス及び地域密着型サービスには介護予防サービスを含む。 

（注２）「その他」は、高額（医療合算）介護サービス費及び補足給付（食費・居住費）。 
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介護給付費の全国との比較  

第１号被保険者１人当たり給付月額（調整済み）を全国と比較すると、県は在宅サービス

はやや低めですが、施設・居住系サービスは全国よりやや高くなっています。（グラフ１－

16参照） 

施設サービスは全国より低い（全国：約 7,000円／月、県：約 6,550円／月）ものの、居

住系サービスが全国より高くなっているためです。（全国：約 2,600円／月、県：約 3,500

円／月）（グラフ１－17参照） 

居住系サービスの第１号被保険者１人当たり給付月額が全国より高い要因として、特定

入所者生活介護の要支援・要介護認定者１人当たり入所定員数が全国的に見て非常に多い

ことが考えられます。（グラフ１－18参照） 

 

グラフ１－16 調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（令和２年） 

（在宅サービス・施設及び居住系サービス） 

 
（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 
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グラフ１－17  

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居住系サービス）（令和２年） 

 

（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

 

 

グラフ１－18 要支援・要介護者１人あたり定員（居住系サービス別）（令和４年） 

 
（出典）介護サービス情報公表システムおよび厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

  

（人） 
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介護サービス事業所の指定状況  

介護サービス利用者数の増加に伴い、2000年（平成 12年）の介護保険制度開始以降、県

の介護サービス事業所数は増加しており、2023年度（令和５年度）には 2000年度（平成

12年度）の約 2.4倍に達しました。 

グラフ１－19 県内の介護サービス事業所の指定状況 

 
（出典）県高齢福祉課調べ（各年度の事業所数は４月１日現在） 

 

介護人材の需要と供給の推計  

本県では今後、高齢者が急増する中で、2040年（令和 22年）には約４万６千人の介護職

員が不足することが予測されています。 

グラフ１－20 県内の介護人材の需給推計 

 

（出典）厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課福祉人材確保対策室 令和３年７月９日報道発表資料 

「第８期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数」から抜粋して県高齢福祉課作成 
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３ 高齢者の住環境  

 

高齢者の住環境について、2020年（令和２年）時点では、高齢者のいる世帯や高齢夫婦

世帯は、約８割が持ち家に住んでいますが、高齢単身世帯では、約４割が持ち家以外に住

んでいる状況にあり、民間借家等への入居割合が高くなっています。 

今後、核家族化、単身世帯化等、居住世帯人員数の少数化の進展により、空家率の増加

が予測されます。また、今後、高齢単身世帯数が高齢夫婦世帯数を上回る、構成比の逆転

現象が予測されているため、例えば、地域に点在する、持ち家に居住する高齢単身世帯の

孤立化が進むことが懸念され、また、支援者側から見た場合、高齢単身世帯へのアクセス

等に係る非効率性が予想されます。 

こうしたことから、今後、高齢単身世帯等において、一戸建てから生活支援付きの住ま

い等への住み替えニーズが増加するものと予測されますが、住み替えに係る経済的負担や

民間借家等への入居要件などを考えると、住環境の厳しさが懸念されます。 

 

グラフ１－21  

県内の高齢者のいる世帯の住まいの状況 

グラフ１－22 

県内の高齢者夫婦世帯数の住まいの状況 

  
（出典）国勢調査 （出典）国勢調査 

グラフ１－23  

県内の高齢者単身世帯の住まいの状況 

 

（出典）国勢調査 
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高齢者向け住宅等の状況  

高齢者のみの世帯の増加を背景とした住み替えニーズの増加を受け、介護や生活支援サー

ビスが受けられる高齢者向け住まいが増加しています。特に、サービス付き高齢者向け住宅

は、2011年度（平成 23年度）に登録制度が創設された後、急激に増加しています。 

 

表１－24 県内の高齢者向け住宅等の推移 

 

（出典）サービス付き高齢者向け住宅は県住宅計画課調べ。その他は県高齢福祉課調べ。 

特別養護老人ホームは各年度３月末日竣工ベース。 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム、介護医療院、認知症高齢者グループホームは３月１日開所・指定ベース。 

有料老人ホームは４月１日開所ベース。 

サービス付き高齢者向け住宅は各年度末の登録戸数。 

 

  

2018 2019 2020 2021 2022
(平成30) （令和元） （令和２） （令和３） （令和４）

37,197 38,039 38,760 39,221 40,084

1,350 1,350 1,350 1,335 1,335

Ａ型 634 634 634 634 634

ケアハウス 1,501 1,501 1,501 1,501 1,501

130 338 459 678 839

12,942 13,372 13,755 13,936 14,035

介護付 35,217 35,979 37,058 38,395 38,702

住宅型 14,378 15,766 16,419 19,023 20,667

13,057 13,489 14,147 14,575 14,945

認知症高齢者グループホーム（定員数）

有料老人ホーム（定員数）

サービス付き高齢者向け住宅（登録戸数）

（単位：床）

特別養護老人ホーム（定員数）

養護老人ホーム（定員数）

軽費老人ホーム（定員数）

介護医療院（定員数）

年度
区分
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４ 高齢者の健康  

元気な高齢者  

現状において、要支援・要介護認定を受けていない“元気な高齢者”は、県の高齢者全

体の約 81％となっています。 

こうした元気な高齢者は、今後、減少が見込まれる年少人口及び生産年齢人口に替わ

り、社会における重要な役割を担っていくことが求められます。 

グラフ１－25 県内の第１号被保険者の年代別認定者数及び認定率 

 
（出典）介護保険事業状況報告（2023 年６月分） 

 

高齢者の健康寿命  

介護を受けたり病気で寝たきりになったりせず、自立して健康に生活できる期間を示す

「健康寿命」について、2019年（令和元年）の県の状況をみると、男性が 73.15歳で全国

第 11位、女性が 74.97歳で全国第 38位となっています。 

今後、平均寿命が延伸し、長寿化が予測される中、できる限り健康でいきいきと暮らし

続けることができるよう、健康寿命の延伸が求められています。 

 

表１－26 健康寿命と平均寿命の状況 

 男性 女性 

全国 神奈川県 全国 神奈川県 

健康寿命（2019 年実績） 72.68歳 73.15歳（11位） 75.38歳 74.97歳（38位） 

平均寿命（2020 年実績） 81.49歳 82.04歳（５位） 87.60歳 87.89歳（15位） 

平均寿命（2040年推計） 83.57歳 － 89.63歳 － 

平均寿命（2070 年推計） 85.89歳 － 91.94歳 － 

（出典）健康寿命は厚生労働省「第 16 回健康日本 21（第二次）推進専門委員会」提出資料より 

    平均寿命の実績は厚生労働省「令和２年簡易生命表」、推計は国立社会保障・人口問題研究所による。 
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５ 高齢者の社会参画活動状況  

急速な高齢化の進展により、介護や支援を必要とする高齢者は増加しますが、社会的活

動に参加する高齢者も増加しています。団塊の世代の方々は、多様なライフスタイルを実

践する傾向にあり、社会参画意欲が高い高齢者がますます増加することが見込まれます。 

グラフ１－27 高齢者が現在行っている社会的な活動（全国の状況） 

 

（出典）内閣府「高齢者の健康に関する調査」（令和４年度）  ※複数回答 

 

６ 高齢者の就業の状況  

高齢者人口の増加や、高年齢者雇用安定法の改正に伴う定年引上げ、廃止及び継続雇用

制度の導入等により、県の全就業者に占める高齢者の割合は増加傾向にあり、2000年（平

成 12年）には 7.5％であったものが、2021年（令和３年）には 13.7％に増加しています。 

グラフ１－28 就業者数の推移（全国の状況） 

 

（出典）総務省「労働力調査」 
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就業率を年齢別にみると、2021年（令和３年）時点で、65～69歳では 50.3％、70歳以

上では 18.1％が就業している状況にあります。 

これは、65～69歳の残りの約５割の方々が特に仕事を有していないという状況でもあり

ます。今後、年少人口や生産年齢人口の減少が見込まれる中、能力や経験が豊富な高齢者

の活躍が求められます。 

グラフ１－29 高齢者の就業率の推移（全国の状況） 

 
（出典）総務省「労働力調査」 

 

また、60歳以上の男女を対象に、「何歳ま

で収入を伴う仕事をしたいか」を調査した内

閣府の全国調査によれば、25.6％の方々が

「65歳くらいまで」、続いて 21.7％の方々が

「70歳くらいまで」、20.6％の方々が「働け

るうちはいつまでも」という結果となってい

ます。 

グラフ１－30 高齢者の就労意欲（全国の状況） 

（いつまで仕事をしたいか） 

 
（出典）内閣府「高齢者の経済生活に関する調査」 

2019 年度（令和元年度） 
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７ 高齢者の安全・安心に関する状況  

高齢者虐待の状況  

2022年度（令和４年度）に県内市町村に寄せられた、家族等の養護者による高齢者虐待

に関する相談・通報は 2,931件あり、そのうち 805件で虐待の事実が認められました。 

相談・通報件数は増加傾向にあります。虐待の類型別内訳では、身体的虐待が最も多

く、次いで心理的虐待となっています。 

表１－31 県内の家族等の養護者による高齢者虐待件数等の推移 

年度 
区分 

2019 
（令和元） 

2020 
（令和２） 

2021 
（令和３） 

2022 
（令和４） 

相談・通報件数 1,986件 2,221件 2,596件 2,931件 

虐待が認められた件数 871件 909件 813件 805件 

表１－32 県内の家族等の養護者による高齢者虐待の虐待類型別被虐待者数の推移 

年度 
区分 

2019 
（令和元） 

2020 
（令和２） 

2021 
（令和３） 

2022 
（令和４） 

身体的虐待 622人 653人 539人 534人 

介護等放棄（ネグレクト） 207人 220人 206人 198人 

心理的虐待 331人 387人 340人 332人 

性的虐待 ４人 ５人 ２人 ４人 

経済的虐待 128人 135人 115人 114人 

（出典）県高齢福祉課調べ。虐待類型は１人が複数の類型に該当した場合は重複計上。 

 

また、2022年度（令和４年度）の施設従事者による高齢者虐待の相談・通報は 250件あ

り、そのうち 62件で虐待の事実が認められました。虐待の類型別内訳では、身体的虐待が

最も多く、次いで心理的虐待となっています。 

 

表１－33 県内の養介護施設従事者等による高齢者虐待件数等の推移 

年度 
区分 

2019 
（令和元） 

2020 
（令和２） 

2021 
（令和３） 

2022 
（令和４） 

相談・通報件数 153件 173件 201件 250件 

虐待が認められた件数 50件 52件 66件 62件 

表１－34 県内の養介護施設従事者等による高齢者虐待の虐待類型別被虐待者数の推移 

年度 
区分 

2019 
（令和元） 

2020 
（令和２） 

2021 
（令和３） 

2022 
（令和４） 

身体的虐待 35人 55人 62人 49人 

介護等放棄（ネグレクト） 35人 17人 48人 ５人 

心理的虐待 21人 24人 53人 40人 

性的虐待 １人 ５人 ７人 ２人 

経済的虐待 ５人 １人 ３人 ７人 

（出典）県高齢福祉課調べ。虐待類型は１人が複数の類型に該当した場合は重複計上。 
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高齢者の交通事故の状況  

県の交通事故の全事故件数は減少傾向にありますが、全体に占める高齢者関係事故の割

合は年々増加し、2010年（平成 22年）に 24.4％であったものが、2022年（令和４年）に

は 33.4％を占めています。 

グラフ１－35 県内の交通事故の発生状況 

 
（出典）神奈川県警察本部調べ 

注 高齢者関係事故とは、高齢者の関係する事故件数と高齢者の死者数、負傷者数をいう。 

 

特殊詐欺認知件数  

県内の特殊詐欺は、2022年（令和４年）に認知件数 2,090件、約 43億 8千万円の被害が

ありました。被害者の多くは高齢者であり、被害防止に向けた取組が求められます。 

グラフ１－36 県内の特殊詐欺認知件数の推移 

 
（出典）神奈川県警察本部調べ 
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消費生活苦情相談の状況  

県内の消費生活苦情相談の約３割が高齢者（契約当事者が 65歳以上）の相談となってい

ます。 

表１－37 県内の消費生活苦情相談件数の推移 

年度 
区分 

2019 
（令和元） 

2020 
（令和２） 

2021 
（令和３） 

2022 
（令和４） 

高齢者の苦情相談件数（ａ） 23,080件 

（100.0％） 

17,447件 

（100.0％） 

16,249件 

（100.0％） 

17,578件 

（100.0％） 

 65歳～79歳 

（構成比） 

17,271件 

（74.8％） 

12,393件 

（71.0％） 

11,256件 

（69.3％） 

12,258件 

（69.7％） 

80歳以上 

（構成比） 

5,809件 

（25.2％） 

5,054件 

（29.0％） 

4,993件 

（30.7％） 

5,320件 

（30.3％） 

全体の苦情相談件数（ｂ） 68,816件 61,745件 55,229件 59,661件 

苦情相談に占める高齢者の 

相談割合（ａ／ｂ） 
33.5％ 28.3％ 29.4％ 29.5％ 

（出典）県消費生活課「令和４年度 神奈川県内における消費生活相談に関するデータ集」 

 

表１－38 県内の高齢者年代別 苦情相談件数の多い上位５品目（令和４年度） 

順位 品目（65～79歳・12,258 件） 件数  順位 品目（80歳以上・5,320件） 件数 

１ 化粧品 1,493  １ 工事・建築 551 

２ 商品一般 1,085  ２ 商品一般 420 

３ 工事・建築 750  ３ 化粧品 296 

４ 役務その他サービス 453  ４ 健康食品 235 

５ 健康食品 412  ５ 修理サービス 199 
（出典）県消費生活課「令和４年度 神奈川県内における消費生活相談に関するデータ集」 

 

表１－39 県内の苦情相談件数全体に占める高齢者の割合の高い上位 10 品目（令和４年度） 

順位 品目 割合 高齢者件数 全体件数 主な相談内容 

１ 社会保険 68.6% 434 633 
行政を名乗り「医療費の還付金がある」という電話があ

った 

２ ウイルス対策ソフト 66.4% 164 247 
パソコンに突然「ウイルスに感染した」と警告画面が表

示され、ウイルス対策ソフト代として料金を支払ってし

まった 

３ 新聞 63.9% 280 438 
高齢の親が訪問してきた事業者と新聞の長期契約をして

しまった 

４ 給湯システム 60.3% 216 358 
「点検をする」と電話があり、ガス事業者の定期点検かと

思い見てもらうと「給湯器の交換が必要」と言われ契約し

たが、後日無関係の事業者だと分かった 

５ 魚介類 51.9% 138 266 
「海産物を送る」との電話があったが注文した覚えがな

い。商品が届いた場合はどうしたらよいか 

６ 工事・建築 51.5% 1,301 2,526 
点検すると訪問してきた事業者に屋根工事を勧められ、

契約してしまった 

７ 他の行政サービス 46.8% 140 299 
行政機関を差出人とするアンケートが届いた。信用でき

るのか 

８ アダルト情報 40.8% 262 642 
スマートフォンでサイトを見ていたら、突然、登録完了

画面が表示され料金を請求された 

９ 携帯電話サービス 40.2% 418 1,041 
家電量販店で、スマートフォンの料金が安くなると説明

され他社に乗換えたが、実際には高額だった 

10 役務その他サービス 39.8% 633 1,591 
質問サイトを１回のつもりで利用したら、継続会員にな

っていた 

（出典）県消費生活課「令和４年度 神奈川県内における消費生活相談に関するデータ集」 
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８ 成年後見制度の状況  

成年後見制度は、財産の管理や契約の締結などの法律行為等を行う際に、認知症、知的

障がい、精神障がいなどにより、自分で判断することが難しい方について、家庭裁判所に

よって選任された成年後見人等（成年後見人・保佐人・補助人）が、本人に代わり財産管

理や介護サービスの契約などを行う制度です。この制度には、家庭裁判所が後見人を選任

する「法定後見制度」と、判断能力が不十分となる前に、本人があらかじめ後見契約を結

んでおく「任意後見制度」があります。 

2000年（平成 12年）４月の制度導入以降、県内の成年後見制度の利用状況は増加傾向の

後に減少傾向に転じましたが、近年は増加傾向となっており、そのほとんどが法定後見に

よるものとなっています。 

また、身寄りがない、身内から虐待を受けている、親族が協力しない等の理由により申

立てをする人がいない方の保護を図る制度である「市町村長申立」件数についても増加傾

向となっています。 

 

グラフ１－40  

県内の成年後見関係既済事件数の推移 

グラフ１－41 

県内の法定後見件数に占める市町村長申立件数の割合 

  
（出典）横浜家庭裁判所調べ（暦年集計） 

注 法定後見（後見開始、保佐開始及び補助開始）は、2015年までは取消事件を含み、2018年以降は取消事件を 

含まない。 
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９ 認知症高齢者に関する状況  

県内の認知症高齢者数の将来推計  

高齢者の増加に伴い、認知症の人も増加することが見込まれています。2020年（令和２

年）時点で県内には約 40万人の認知症高齢者の人がいると推計されます。 

グラフ１－42 県内の認知症高齢者数の将来推計 

 

（出典）「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金 

  特別研究事業九州大学二宮教授）と国勢調査および国立社会保障・人口問題研究所による推計から算出。 

  ①各年齢の認知症有病率が一定の場合の将来推計 人数/(率） 

  ②各年齢の認知症有病率が上昇する場合の将来推計 人数/(率） 

   ＊久山町研究からモデルを作成すると、年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の 

    有病率に影響することがわかった。本推計では 2060 年までに糖尿病有病率が 20％増加すると仮定。 

 

認知症サポーター養成数の推移  

認知症サポーター※は、認知症について正しく理解し、偏見を持たず、認知症の人や家族

に対して温かい目で見守る応援者です。 

自治体や企業、職域団体等が実施する認知症サポーター養成講座は、地域住民、金融機

関やスーパーマーケットの従業員、小、中、高等学校の生徒など様々な方に受講いただい

ています。 

表１－43 県内の認知症サポーター養成数 

区分 
2017 年度 

（平成 29） 
2018年度 

（平成 30） 
2019 年度 
（令和元） 

2020年度 
（令和２） 

2021年度 
（令和３） 

2022 年度 
（令和４） 

養成数数 88,208人 82,643人 70,851人 20,940人 30,772人 41,971人 

（出典）県高齢福祉課調べ 
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10 ケアラー（介護者）の状況  

総務省が 2022年（令和４年）に行った調査によれば、県の 15歳以上人口（約 816万５

千人）のうち、「仕事をしながら家族の介護をしている」と回答した人は約 26万７千人

（約 3.4％）、無業者のうち「介護をしている」と回答した人は約 18万８千人（約

2.4％）でした。 

表１－44 県内の就業状態別・介護の有無の状況（2022 年） 

 
（出典）総務省「令和４年就業構造基本調査」より県高齢福祉課作成 

介護離職の状況  

また、2022年（令和４年）時

点で、過去１年以内に「家族の

介護・看護のために離職した

人」が県内に約 8,500人いまし

た。介護を理由に離職すること

のない環境づくりが求められま

す。 

表１－45 県内の介護離職の状況（2022 年） 

 

介護・看護のため離職した人の数 8,500 人 （100％） 

 うち 35歳～44歳の人 300人 （3.5％） 

 うち 45歳～54歳の人 1,600人 （18.8％） 

 うち 55歳～64歳の人 4,200人 （49.4％） 

 うち 65歳以上の人 2,400人 （28.2％） 

（出典）総務省「令和４年就業構造基本調査」より県高齢福祉課作成 

ヤングケアラーの状況  

ヤングケアラーとは、家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認め

られる子ども・若者のことで、社会全体で適切な支援が必要です。 

文部科学省が行った全国調査によれば「世話をしている家族がいる」と答えた人の割合

は、次のとおりでした。 

表１－46 「世話をしている家族がいる」と答えた人の割合（全国） 

 小学６年生 中学２年生 
全日制高校 

２年生 

定時制高校

２年生相当 

通信制 

高校生 
大学３年生 

調査数(n=) 9,759 5,558 7,407 366 445 9,679 

いる 6.5％ 5.7％ 4.1％ 8.5％ 11.0％ 6.2％ 

過去にいた      4.0％ 

いない 93.5％ 93.6％ 94.9％ 89.9％ 88.1％ 89.8％ 

無回答  0.6％ 0.9％ 1.6％ 0.9％  

（出典）文部科学省「ヤングケアラーの実態に関する調査研究報告書」（令和２年及び令和３年）より 

県高齢福祉課作成 
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11 地域資源の状況  

地域包括支援センターの設置状況  

地域包括支援センター※は、高齢者をはじめとする地域住民の保健・福祉・医療の向上、

虐待防止、介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関であり、市町村において、将来

的には中学校区ごとに１か所設置することを目指しつつ、地域の実情に応じた整備を行っ

ているところです。 

2023年（令和５年）４月１日現在の県内の設置数は 375か所となっており、これは県内

平均で、センター１か所当たりの 65歳以上人口が約 6,155人という状況となっています。 

表１－47 県内の地域包括支援センターの設置状況 

センター設置数 
（a） 

65歳以上人口 
（b） 

センター１か所あたりの
65 歳以上人口 

参考 
中学校区 

375箇所 2,308,366人 6,155.6 404 

（出典）県高齢福祉課調べ 

 

老人クラブの状況  

平成９年～10年をピーク

に県内の老人クラブ数、会員

数ともに減少が続いていま

す。高齢化が進む中で、企業

の定年年齢が上がっているこ

とや、老人クラブ以外の趣味

のクラブを楽しむ人も増えた

ことなど様々な要因が考えら

れます。 

また、令和２年度以降は新

型コロナウイルスの影響も一

因と考えられます。 

（出典）県高齢福祉課調べ 

グラフ１－48 県内の老人クラブ数及び会員数の推移 

 

 

友愛チームの状況  

友愛チームは、老人クラブが中心となってチームを編成し、在宅で寝たきりの高齢者

や、虚弱で独り暮らしの高齢者を訪問し、日常生活の手助けや話し相手となり、高齢者の

孤独感を解消し、安心して日常生活が送れるよう支援しています。 

「友愛訪問活動」は、神奈川県で始まり全国に広がっていったもので、地域福祉の推進

に大きな役割を果たしています。 

表１－49 県内の友愛チーム数の推移 

区分 
2018 年度 

（平成 30） 
2019年度 
（令和元） 

2020 年度 
（令和２） 

2021年度 
（令和３） 

2022 年度 
（令和４） 

2023 年度 
（令和５） 

チーム数 2,577 2,536 2,466 2,394 2,296 2,278 

（出典）県高齢福祉課調べ 
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住民主体の通いの場の状況  

住民主体の通いの場は、地域の高齢者が集い、様々な活動を主体的に行うことで、生き

がいづくり、健康づくりに取り組む場であり、未病改善に寄与しています。 

地域介護予防活動支援事業を通して、県全体に通いの場の促進が図られています。 

2020年度（令和２年度）は新型コロナウイルス感染拡大に伴う外出制限の影響により参

加者数が減少したと見込まれます。 

表１－50 県内の住民主体の通いの場の状況 

区分 
2017年度 
（平成 29） 

2018 年度 
（平成 30） 

2019年度 
（令和元） 

2020年度 
（令和２） 

2021年度 
（令和３） 

設置数 3,228箇所 4,548箇所 5,391箇所 4,099箇所 5,763箇所 

参加者数 61,851人 89,309人 101,484人 71,233人 90,472人 

（出典）県高齢福祉課調べ 

 

生活支援コーディネーター※数の推移  

生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）は、県内全市町村において、第１層

は市町村区域、第２層は日常生活圏域※（中学校区等）に配置されており、ボランティア等

の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発や、そのネットワーク化などを行っ

ています。 

表１－51 県内の生活支援コーディネーター数の推移 

区分 
2017 年度 

（平成 29） 
2018年度 

（平成 30） 
2019 年度 
（令和元） 

2020年度 
（令和２） 

2021年度 
（令和３） 

2022 年度 
（令和４） 

第１層 65人 74人 78人 78人 77人 77人 

第２層 277人 365人 450人 450人 473人 498人 

（出典）県高齢福祉課調べ 
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